
社会教育行政の変遷と行政改革の流れ 

 

1947年 昭和 22年 教育基本法・学校教育法制定 

1949年 昭和 24年 社会教育法制定 

1950年 昭和 25年 図書館法制定 

1951年 昭和 26年 博物館法制定 

1953年 昭和 28年 中央教育審議会発足、青年学級振興法制定 

1959年 昭和 34年 社会教育関係団体への補助金交付など社会教育法改正 

1962年 昭和 63年 第一次臨時行政調査会が総理府の付属機関として発足 

1965年 昭和 40年 ユネスコにおいて「生涯教育」の提唱 

1971年 昭和 46年 中教審答申「今後における学校教育の総合的な拡充整備のための気

品的施策について」、 

社教審答申「急激な社会構造の変化に対処する社会教育の在り方に

ついて」 

1981年 昭和 56年 中教審答申「生涯教育について」 

第二次臨時行政調査会設置「増税なき財政再建」 

1982年 昭和 57年 中曽根内閣成立 

1983年 昭和 58年 第一次臨時行政改革推進審議会設置 

1984年 昭和 59年 臨時教育審議会発足 第一次答申（1985）～最終答申（1987） 

1988年 昭和 63年 文部省・社会教育局を廃止、生涯学習局新設 

1990年 平成 02年 中教審答申「生涯学習の基盤整備について」、 

「生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律」

（生涯学習振興法）成立 

1992年 平成 04年 生涯審答申「今後の社会の動向に対応した生涯学習の振興方策につ

いて」 

1993年 平成 05年 細川連立内閣成立、第三次行革審最終答申 

1995年 平成 07年 阪神・淡路大震災、「地方分権推進法」成立、地方分権推進委員会

発足 

1996年 平成 08年 生涯審答申「地域における生涯学習機会の充実方策について」、 

中教審答申「21世紀を展望した我が国の教育の在り方について」 

1998年 平成 10年 「特定非営利活動促進法」（ＮＰＯ法）成立 

地方分権推進計画」閣議決定 

生涯審答申「社会の変化に対応した今後の社会教育行政の在り方に

ついて」、 

中教審答申「今後の地方教育行政の在り方について」 



1999年 平成 11年 「地方分権推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」（地

方分権一括法）成立 

公民館運営審議会の任意設置制へ変更など社会教育法改正、 

地方自治法改正、生涯審答申「学習の成果を幅広く生かす」 

青年学級振興法廃止 

2000年 平成 12年 行政改革大綱が閣議決定 

2001年 平成 13年 小泉内閣成立、地方分権改革推進会議発足、省庁再編 

文部科学省・生涯学習政策局設置、国立青年の家などが独立行政法

人に移行、家庭教育の向上のための社会教育行政体制整備など社会

教育法改正 

2002年 平成 14年 「三位一体改革」（2002～2006）、完全学校週 5日制実施 

中教審答申「青少年の奉仕活動・体験活動の推進方策等について」 

2003年 平成 15年 地方自治法改正、指定管理制度導入 

2006年 平成 18年 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する

法律」（行政改革推進法）成立、「地方分権改革推進法」成立 

教育基本法改正 

2007年 平成 19年 地方分権改革推進委員会発足、規制改革推進本部発足 

2008年 平成 20年 中教審「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について」、生

涯学習の振興、社会教育主事の学校への助言など社会教育法改正、

図書館法・博物館法改正 

2009年 平成 21年 政権交代、民主党鳩山内閣成立、行政刷新会議発足「事業仕分け」、

地域主権戦略会議発足 

2010年 平成 22年 地域主権戦略大綱が閣議決定 

2011年 平成 23年 東日本大震災、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推

進を図るための関係法律の整備に関する法律」（第一次・第二次一

括法）成立 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 


